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0. 本講の目的

(手法面）

- ｢費用･便益分析｣のうち、便益の評価に有効な

｢数値解析法による余剰分析｣を理解する

→ 限界費用、需要関数などが解らない場合でも

使える分析手法の１つ

(内容面)

- 部分自由化による弊害(分配問題)を定量的に

理解する
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1. 余剰分析の基礎

1-1. 経済的政策評価と｢余剰｣

- 経済的に見て｢良い政策｣とは、当該政策に

より｢社会的余剰 SS｣が増え｢死加重 DWL｣が

減る政策をいう

- 社会的余剰 SS とは、消費者余剰 CS, 

生産者余剰 PS, 政府収入(+)･支出(-) GS, 

外部費用(-)･便益(+) ES の総和である

- 死加重 DWL とは、理論的になお社会的余剰

SS を増やせる余地であり、非効率性の一指標
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1. 余剰分析の基礎

1-2. 完全競争市場での｢余剰｣

消費者余剰 CS:  △ D0 X* P*

生産者余剰 PS:  △ P* X* MC0

4数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

X*

Q*

P*

供給 S
(限界費用 MC)

D0

MC0

(死加重)  DWL
(= 0)



1. 余剰分析の基礎

1-3. 料金･価格を規制した場合の｢余剰｣(1) 過大

消費者余剰 CS:  △ D0 Xr Pr

生産者余剰 PS: □ Pr Xr MCr MC0

5数 量

実質価格･費用

需要 D

Xr

0

Qr

+  消費者余剰 CS

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

規制料金･価格 Pr

(死加重)  DWL
△ Xr X* MCr

X*

Q*

P*

供給 S
(限界費用 MC)

Xr*

MCr

MC0

D0



1. 余剰分析の基礎

1-4. 料金･価格を規制した場合の｢余剰｣(2) 過小

消費者余剰 CS: △ D0 Xr Pr

生産者余剰 PS: △PrMCmMC0- △MCmMCrXr

(= □ Pr Xr MCr MC0)

6数 量

需要 D

Xr

0

Qr

+  消費者余剰 CS

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

規制料金･価格 Pr
(供給義務あり)

(死加重)  DWL
△ Xr X* MCr

X*

Q*

P*

供給 S
(限界費用 MC)

MCm

MCr

MC0

D0

(+)

(-)



1. 余剰分析の基礎

1-4. 料金･価格を規制した場合の｢余剰｣(2) 過小

消費者余剰 CS: △ D0 Xr Pr

生産者余剰 PS: △PrMCmMC0- △MCmMCrXr

(= □ Pr Xr MCr MC0)

7数 量

需要 D

Xr

0

Qr

+  消費者余剰 CS

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

(死加重)  DWL
△ Xr X* MCr

X*

Q*

P*

供給 S
(限界費用 MC)

MCm

MCr

MC0

D0

(+)

(-)

(政府)赤字補填

規制料金･価格 Pr
(供給義務あり)



1. 余剰分析の基礎

1-4. 料金･価格を規制した場合の｢余剰｣(2) 過小

“供給義務がない場合”

消費者余剰 CS: □ D0XrMcrPr

生産者余剰 PS: △PrMCrMC0

8数 量

需要 D

Xr

0
Qr

+  消費者余剰 CS

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

規制料金･価格 Pr

(死加重)  DWL
△ Xr X* MCr

X*

Q*

P*

供給 S
(限界費用 MC)

MCr

MC0

D0

(+)



1. 余剰分析の基礎

1-6. 数量を規制した場合の｢余剰｣

消費者余剰 CS: □D0XrMcrPr

生産者余剰 PS: △PrMCrMC0

→ 供給義務がない価格規制に比べ｢分配｣が逆転

9数 量

需要 D

Xr

0
Qr

+  消費者余剰 CS

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

(死加重)  DWL
△ Xr X* MCr

X*

Q*

P*

供給 S
(限界費用 MC)

MCr

MC0

D0

(+)

数量規制値
Qr

数量規制時価格 Prq



1. 余剰分析の基礎

1-5. 政府収入･外部便益がある場合の｢余剰｣

政府収入 GS: □ S0 XT* XST ST0

外部便益 ES: □ ST0 XST XSS SS0

10数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS
+ 政府収入･支出 GS
+ 外部便益･費用 ES

XT*

Q*

PT*

(限界費用 MC)

D0

S0

供給 S
( 限界費用 MC

+ 租税(補助) GT ) 

SＴ0

外部費用 E

+ 政府収入･支出 GS

+ 外部便益･費用 ES SS0

XST

XSS

X*

(死加重)  DWL
△ XT* X* XST



2. 余剰分析の応用

2-1. 実測上の問題(1) - 費用の実測 -

限界費用 MC: ∂ C(q) / ∂ q  → 実測困難

平均費用 AC:   C(q) / q      → 実測可能

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

X*P*

D0

供給 S
(限界費用 MC)

Q*

平均費用 AC

(死加重)  DWL
(= 0)

AC*

AC0
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2. 余剰分析の応用

2-2. 平均費用を用いた余剰分析(1) 過大料金

消費者余剰 CS:  △ D0 Xr Pr

生産者余剰 PS:  □ Pr Xr ACr AC0

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

X*P*

D0

供給 S
(限界費用 MC)

Q*

平均費用 AC

Qr

規制料金･価格 Pr

Xr

AC0
ACr

(死加重)  DWL
(存在するが実測困難)
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2. 余剰分析の応用

2-3. 平均費用を用いた余剰分析(2) 過小料金

消費者余剰 CS:  △ D0 Xr Pr

生産者余剰 PS:  □ Pr Xr ACr AC0 (－)

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS
( - )

≒ (政府)赤字補填

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS X*P*

D0

供給 S
(限界費用 MC)

Q*

平均費用 AC

Qr

規制料金･価格 Pr Xr

AC0 ACr

(死加重)  DWL
(存在するが実測困難)
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2. 余剰分析の応用

2-4. 平均費用を用いた余剰分析(3) 利益“0”規制

生産者余剰 PS:  □ Pr Xr ACr AC0 (→ 0)

← 生産者余剰を 0 になるよう規制しても

社会的余剰は最大になるとは限らない

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS
(= 0 )

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS X*P*

D0

供給 S
(限界費用 MC)

Q*

平均費用 AC

Qr

規制料金･価格 Pr = AC0
Xr = ACr

(死加重)  DWL
( ≠ 0: 存在する)
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3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-1. 規制産業の費用面･料金価格面での特徴

- 通常、全ての領域で 平均費用 > 限界費用

- ｢総括原価方式｣料金は平均費用が基準

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

X*

P*

D0

Q*

平均費用 AC

(死加重)  DWL
(存在)

限界費用 MC

ACr

規制料金･価格 Pr Xr

Qr Qmax

平均費用 AC
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16

費用 C

Qmax0

費用 C

数量 Q

3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-2. ｢総括原価方式｣料金

[一般産業]                             [電気･ガス事業他]

平均費用 AC

限界費用 MC

平均費用 AC

Qevn Q*

限界費用 MC

Qmax

需要 D 需要 D

Qreg

Preg   P*

AC* ACreg

規制料金 Preg

（= ACreg x (1+α))

(Qregevn) Q*

平均費用 AC
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3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-3. 実測上の問題(2) - 需要の実測 -

- 需要 D の完全な形状が解らない; 特に D0

← 消費者余剰 CS そのものも計測できない

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 CS 

+  生産者余剰 PS

社会的余剰 SS

= 消費者余剰 CS
+ 生産者余剰 PS

X*

P*

？ D0

Q*

平均費用 AC

(死加重)  DWL
(存在)

限界費用 MC

ACr

規制料金･価格 Pr Xr

Qr Qmax 17



3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-4. ｢余剰変化｣の実測の考え方(1) 

- 規制産業の料金･価格制度には、平均費用を

用いた余剰分析が適しているが、需要の完全な

形状は殆どの場合解らない： 特に D0 

p = D(q) → q = D-1(p),  CS = ∫pr

+∞
D-1(p) dp  

← 需要の完全な形状が解らなくても、社会的余

剰や消費者･生産者余剰の制度改革前後での

変化が解れば、当該制度改革の評価は可能

← 極端な場合、｢増加｣か｢減少｣かが解ればよい
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3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-5. ｢余剰変化｣の実測の考え方(2) 

- ｢余剰変化｣を実測する場合でも、理論上は需

要の関数形状が解っていることが必要だが・・

△CS =  ∫ p1

p2
D-1(p) dp  

← 以下の仮定を置くことにより需要の形に無関係

に1年分の変化の近似的な数値解を求められる

- 1年間の需要(･費用)の形状変化は微少

- 当該1年の需要･費用変化は直線近似可能

← 複数年の場合当該数値解の総和をとればよい
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3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-6. ｢1年間の消費者余剰変化: △CS｣の実測

消費者余剰変化 △CS:  – □ Pr2Xr2Xr1Pr1

(= – (Qr1 + Qr2) x (Pr1 – Pr2) / 2 )

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値上りは 負 ) 

+  生産者余剰変化 △PS

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr1

Qr1 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC

Xr2

Qr2

(-)
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3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-7. ｢1年間の生産者余剰変化: △PS｣の実測

生産者余剰変化△PS: □Pr2 Xr2 ACr2 AC02 

– □Pr1 Xr1 ACr1 AC01

数 量

実質価格･費用

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値上りは 負 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( 前年と本年の差 )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr1

Qr1 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC

Xr2

Qr2

ACr1

ACr2
AC02

AC01

(-)

(+)
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3. 料金･価格制度への余剰分析の応用

3-8. ｢1年間の余剰変化｣の別の実測方法

社会的余剰変化△SS ; □Xr2Xr1ACr1ACr2

– □AC02ACr2ACr1AC01

消費者余剰変化△CS ; – □Pr2Xr2Xr1Pr1   

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値上りは 負 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( ≡ △SS - △CS )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr1

Qr1 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC

Xr2

Qr2

ACr1

ACr2
AC02

AC01

社会的余剰変化 △SS

(-)

(-)
(-)
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4. 余剰分析の結果解釈

4-1. ｢余剰変化｣と結果解釈(1)

社会的余剰△SS･消費者余剰△CS ともに正

⇒ 経済厚生増加 (分配注意；△CS≧△PS?)

｢差益隠蔽要注意型｣: 優～可

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値下りは 正 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( ≡ △SS - △CS )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

規制料金･価格 Pr2 Xr2

Qr2 Qmax

規制料金･価格 Pr1

平均費用 AC1

Xr1

Qr1

ACr1

ACr2

AC02

AC01

社会的余剰変化 △SS
( 費用低下により 正 )

(+)

(+)

平均費用 AC2

(+)
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4. 余剰分析の結果解釈

4-2. ｢余剰変化｣と結果解釈(2a)

社会的余剰△SS 正, 消費者余剰△CS 負

⇒ 経済厚生増加なるも分配問題悪化･市場

支配力増大 ｢独占力行使型｣： 不可

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値上りは 負 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( ≡ △SS - △CS )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr1

Qr1 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC1

Xr2

Qr2

ACr1

ACr2
AC02

AC01

社会的余剰変化 △SS
( 費用低下により 正 )

(-)

(+)

(-)

平均費用 AC2
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4. 余剰分析の結果解釈

4-3. ｢余剰変化｣と結果解釈(2b)

社会的余剰△SS 正, 消費者余剰△CS 負

⇒ 市場支配力増大により｢死加重｣が増加

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値上りは 負 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( ≡ △SS - △CS )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr1

Qr1 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC1

Xr2

Qr2

ACr1

ACr2
AC02

AC01

(-)

(+)

(-)

平均費用 AC2

25

(死加重)  DWL
少なくとも

□Xr2Xr1ACr1ACr2

部分は増加



4. 余剰分析の結果解釈

4-4. ｢余剰変化｣と結果解釈(3)

社会的余剰△SS 負, 消費者余剰△CS 正

⇒ 経済厚生減少なるも分配問題改善･市場

支配力低減 ｢過当競争型｣: 良～可

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値下りは 正 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( ≡ △SS - △CS )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr2

Qr2 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC2

Xr1

Qr1

ACr2

ACr1
AC01

AC02

社会的余剰変化 △SS
( 費用増加により 負 )

(+)

(-)

(+)

平均費用 AC1
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4. 余剰分析の結果解釈

4-5. ｢余剰変化｣と結果解釈(4)

社会的余剰△SS･消費者余剰△CS ともに負

⇒ 経済厚生減少 (分配注意；△CS≧△PS?)

｢便乗値上要注意型｣：可

数 量

需要 D

0

+  消費者余剰 変化 △CS
( 値上りは 負 ) 

+  生産者余剰変化 △PS
( ≡ △SS - △CS )

社会的余剰変化 △SS

= 消費者余剰変化 △CS
+ 生産者余剰 変化 △PS

？ D0

規制料金･価格 Pr1 Xr1

Qr1 Qmax

規制料金･価格 Pr2

平均費用 AC2

Xr2

Qr2

ACr2

ACr1

AC01

AC02

社会的余剰変化 △SS
( 費用増加により 負 )

(-)

(-)

平均費用 AC1

(-)
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5. 電気･都市ガスの制度改革での実測

5-1. 電気･都市ガスでの実測例

- 電力:  ‘96→’97年度の例 (これを反復･集計)

例

数 量

28

Qr1996 Qr1997

(+)

AC01996

AC01997 

(+)

(+)

Ｐｒ 1997 

Ｐｒ 1996 

需要 D (形状不明･
1年区間直線近似)

平均費用 AC
(形状不明)

Ｘｒ 1996 

Ｘｒ 1997 

実質価格･費用

消費者余剰 変化 △CS
( 値下りは 正 ) 

社会的余剰変化 △SS
( 費用低下により 正 )



5. 電気･都市ガスの制度改革での実測

5-2. 電気事業の制度改革の影響評価結果

29

需要増加鈍化

長期金利低下他

計 ▲¥ 2.2/kWh

(費用変化の69%相当)

外的要因

制度改革（’95～)

経営体質の強化

競争への対応

料金･価格引下努力

産業用 ▲¥ 3.0/kWh 

家庭用 ▲¥ 3.1/kWh

経済厚生の向上

供給費用変化

合計 ▲¥ 3.2/kWh

(▲16％)

外的要因 ▲11％

制度改革 ▲ 5％

供給費用低減努力

計 ▲¥ 1.0/kWh

（費用変化の31％相当)

経営余力の変化

料金･価格変化

産業用(▲17%)

家庭用(▲12%)



5. 電気･都市ガスの制度改革での実測

5-3. 電気事業の制度改革の余剰変化分析結果

（億円: 累計) 制度改革前(89-96) 制度改革後(96-03)

自由化部門(産業･大規模)

総余剰 +2,928 (+ 3.5%)   +9,741 (+11.5%)

消費者余剰 +7,650 (+ 9.1%) +8,056 (+ 9.5%)

生産者余剰 - 4,723 (- 5.6%)  +1,685 (+ 2.0%)

非自由化部門(家計･中小企業)

総余剰 +5,831 (+10.0%)  +6,477 (+11.1%)  

消費者余剰 +3,397 (+ 6.2%) +2,899 (+ 5.0%)

生産者余剰 +2,235 (+ 3.8%) +3,578 (+ 6.1%)        

30



5. 電気･都市ガスの制度改革での実測

5-4. 都市ガス事業の制度改革の影響評価結果

31

需要増加鈍化

長期金利低下他

計 ▲¥20.7/m3

（費用変化の80％相当)

外的要因

制度改革（’94～)

経営体質の強化

競争への対応

料金･価格引下努力

産業用 ▲¥45.1/m3

家庭用 ( ? )

経済厚生の向上

供給費用変化

合計 ▲¥25.5/m3

(▲21％)

外的要因 ▲17%

制度改革 ▲ 4％

供給費用低減努力

計 ▲¥ 4.7/m3

(費用変化の20%相当)

経営余力の変化

料金･価格変化

産業用(▲36%)

家庭用(+ 2%)



5. 電気･都市ガスの制度改革での実測

5-5. 都市ガス事業制度改革の余剰変化分析結果

（億円: 累計) 制度改革前(89-96) 制度改革後(96-03)

自由化部門(産業･大規模)

総余剰 +1,618 (+6.6%)    + 1,001 (+4.1%)

消費者余剰 +2,425 (+9.9%)  + 1,917 (+7.9%)

生産者余剰 - 807 ( -3.3%)   - 916  (-3.8%)

非自由化部門(家計･中小企業)

総余剰 +1,612 (+6.6%)    +   881 (+3.6%)  

消費者余剰 +  943 (+3.9%) - 1,522  (-6.2%)

生産者余剰 +  669 (+2.7%)  + 2,403 (+9.9%)       

32→ 独占力行使･内部補助の可能性



4. 電気･都市ガスの制度改革での実測

5-6. 電気･都市ガス事業の利益額推移

- 生産者余剰変化 △PS = 利益変化

33
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